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ごあいさつ

株主の皆様には、平素は格

別のご高配を賜り厚く御礼申

し上げます。ここに、第54期

（2021年1月1日～2021年

12月31日）の事業報告書を

お届けするにあたり、一言ご

あいさつ申し上げます。

新型コロナウイルス感染症

に伴う影響により経済の不透明な状況が続いております

が、防災・減災対策、国土強靭化の推進、自然災害から

の復旧・復興の加速、インフラ老朽化対策の推進、気候

変動対策、自然との共生・生物多様性の保全と持続可能

な利用、環境リスクの管理などの当社グループの強み

を活かせる分野に政府の予算が重点配分されたことから、

当社グループを取り巻く市場環境は、比較的堅調に推移

いたしました。

このような状況の中、2019～2021年の第4次中期

経営計画において、「イノベーションとマーケティングに

よる市場創生・新規事業の展開と海外事業の拡大」をス

ローガンに掲げ、より強い経営基盤の構築と安定的な成

長を目指してまいりました。また、新型コロナウイルス

感染症拡大への対応として、2020年に食品・生命科学

研究所（大阪市）および環境創造研究所（静岡県焼津市）

を衛生検査所として登録し、PCR検査の体制を整備する

ことで社会的な要請に応えるとともに、社員の健康や安

全を確保して企業活動を継続いたしました。

その結果、創立70周年にあたる2023年の目標に定

めた売上高、利益目標を前倒しで達成するなど、多くの

事業や施策で成果を上げることができました。

第55期からは新たに第5次中期経営計画（5～6頁参照）

がスタートしました。本中期経営計画においては当社の

持てる総合力を結集して、基幹事業分野の強化に加え、

新規事業創出・新市場開拓の加速とさらなる技術開発

の推進に注力するとともに、次世代を担う多様な人材の

確保・育成を図ることなどにより、安定的な利益確保と

企業価値のさらなる向上を目指してまいります。

社会の価値観やニーズが急速に多様化・高度化する中、

当社グループの人材、技術力、施設・設備、情報などの

経営資源を最大限に活用・集中投入して積極的な技術開

発を行い、一歩先を見据えた新たな事業展開と営業展開

により社業を発展させ、安全・安心で快適な社会の持続

的発展と健全で恵み豊かな環境の保全と継承を支える総

合コンサルタントとしての社会的な使命を果たしてまい

ります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援

とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

2022年3月

代表取締役会長

田 畑 日 出 男
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トップインタビュー

第54期（2021年1月1日から2021年12月31日まで）の
業績の概況および今後の見通しなどについてご報告申し上げます。

代表取締役社長

田 畑 彰 久

第54期
（2021年12月期） 前期比

売上高 20,623 3.0 ％増
営業利益 2,547 17.5 ％増
経常利益 2,107 0.1 ％減
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,083 54.8 ％増

▪第54期（2021年12月期）の業績サマリー（単位：百万円）

第55期
（2022年12月期） 前期比

売上高 21,500 4.2 ％増
営業利益 2,600 2.0 ％増
経常利益 2,650 25.8 ％増
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,800 13.6 ％減

▪第55期（2022年12月期）の業績予想（単位：百万円）

第54期（2021年12月期）の業績（連結）
についてお聞かせくださいQ

　売上高は前年同期比3.0％増、営業利益は同17.5％増、
受注高は同6.3%増となり、それぞれ過去最高を更新し
ました。

第54期の売上高は、大規模な海洋環境調査や海底資源
開発に関する調査、インフラ施設の設計・維持管理関連
業務等の売上が増加したことにより、前年同期比3.0％
増の206億２千３百万円となりました。

売上高の増加および工程管理の徹底や原価・経費の削
減に努めた結果、営業利益は前年同期比17.5％増の25億
４千７百万円、経常利益は投資事業組合運用損の計上等
により、同0.1％減の21億７百万円、親会社株主に帰属
する当期純利益は繰延税金資産の回収可能性を見直した
結果、法人税等調整額（益）を計上したことにより同
54.8％増の20億８千３百万円となりました。

また受注高は、前年同期比6.3％増の224億3千7百万
円となり、売上高、営業利益、受注高についてそれぞれ
過去最高を更新しました。

　売上高は前年同期比4.2％増の215億円、営業利
益は同2.0%増の26億円、親会社株主に帰属する当期
純利益は同13.6％減の18億円を見込んでいます。

第55期は、新型コロナウイルス感染症に伴う影響によ
る不透明感はあるものの、当社を取り巻く市場環境は昨年
に引き続き堅調に推移すると見込んでいること、期首連結
繰越受注残高が前年同期比21億７千４百万円増加の
230億９千７百万円であることから、売上高は前年同期
と比べ８億７千６百万円増加（前年同期比4.2％増）の
215億円を見込んでいます。

利益については、売上高の増加に加え、技術力向上に
よる高付加価値業務の獲得と経営の効率化や生産性の向
上をより一層推進し、さらなる原価の圧縮を図ることな
どにより、営業利益は26億円（同2.0％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益は第54期に法人税等調整額（益）
を計上しており、第55期はその計上を見込めないため
18億円（同13.6％減）の予想です。

第55期（2022年12月期）の業績（連結）
の見通しについてお聞かせくださいQ
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トップインタビュー

　重点課題である新規事業の創出・新市場の開拓と技術
開発の推進や人材の確保・育成、働き方改革において多
くの成果を上げることができました。

第4次中期経営計画では「イノベーションとマーケティ
ングによる市場創生・新規事業の展開と海外事業の拡大」
をスローガンに掲げ、8つの重要な経営課題に取り組んで
まいりました。その結果、長期的な目標としてきた2023
年に連結売上高200億円、営業利益率10％を3年前倒し
で達成し、当期は売上高、営業利益、受注高についてそ
れぞれ過去最高を更新しました。
「新規事業の創出・新市場の開拓と技術開発の推進」に

ついては、今後の事業展開が期待できる技術開発や新市
場の開拓について、一定の成果を上げることができまし
た。具体的な成果の一例は下表のとおりです。

第4次中期経営計画（2019～2021年）の
総括についてお聞かせくださいQ

  「イノベーションの加速と総合力の結集による事業領
域の拡大と経営基盤の強化」をスローガンに掲げ、目標
達成のため8つの重点課題に取り組んでいます。

今日、当社を取り巻く市場環境は、１）国土強靭化や社
会基盤整備に関する課題、２）脱炭素社会・循環型社会・
自然共生社会の実現に向けた課題、３）生活環境・自然環
境の保全に向けた課題、４）人の健康リスクに関する課題
など、重点的に取り組むべき課題が多く挙げられています。

このような状況の中、第5次中期経営計画は当社の強み
を活かした基幹事業の強化とともに、前中期経営計画で具
現化した技術開発の成果を事業化することにより、新規事
業創出・新市場開拓を加速し、新たな収益基盤を構築して
いく期間と位置づけています。
「イノベーションの加速と総合力の結集による事業領域

の拡大と経営基盤の強化」をスローガンに掲げ、8つの重
点課題（5頁参照）に対する具体的施策にスピード感をもっ
て取り組んでいきます。計画の最終年である2024年（第
57期）には、連結売上高230億円の達成と、営業利益率
10％程度、当期純利益率5％以上の安定的な維持を目標と
しています。

第5次中期経営計画（2022～2024年）に
ついてお聞かせくださいQ

また「人材の確保・育成」では、採用の強化や社内研
修の拡充など、優秀な人材の確保・育成を図り、プロポー
ザル特定率や総合評価落札率の上昇に寄与しました。

さらに「働き方改革の推進」では、テレワーク制度の導
入や、女性や若者が活躍しやすい環境整備と健康経営の
推進に取り組みました。その結果、2018年の「くるみん」

「えるぼし」の認定に続き、2020年には「健康経営優良
法人」の認定を受けることができました。

「新規事業の創出・新市場の開拓と技術開発の推進」の成果

●  自社開発した海洋観測機器「YOUZAN」の業務での利活用
●  AI技術の開発・実装と業務への展開
●  インフラ設計におけるCIMによる3次元設計などICTの活用
●  洪水災害を疑似体験できる仮想現実（VR）技術の開発
●  マイクロRNAのメチル化測定による早期がん診断技術の

開発（特許取得済み）
●  衛生検査所登録による衛生検査部門の拡充（PCR検査受

託体制の整備）
 など

海洋観測機器「YOUZAN」 CIMによる3次元設計
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　コーポレートスローガン「人と地球の未来のために」
における「人」と「地球」に、より直接的にコミットす
ることで事業領域の拡大に取り組んでいきます。

当社の強みを活かし、差別化を図ることのできる分野
である防災・減災、国土強靭化への対応やインフラ施設
の老朽化対策、土壌汚染・廃棄物対策、微量化学物質の
分析やリスク評価・管理、外洋の環境調査および海洋資
源開発に伴う環境・生態系調査、再生可能エネルギーや
ブルーカーボンなど脱炭素社会に向けた対応、生物多様
性の確保対策や自然再生に関する業務の拡大を図ります。

また、食品の組成分析や食品中の化学物質等のリスク
評価、創薬・診断の研究支援等の生命科学分野、人の健
康や生活環境を支えるライフケア事業、健康・防災情報
サービスやTCFD提言に基づく気候関連リスク・機会の
評価支援などの民間・個人向けサービスの拡充も図りま
す。これらの分野に対して、IoT、ロボット、AI技術など
を利活用したDXの推進により、既存業務の生産性向上や
新技術の開発を図り、新たな基幹事業の創出に取り組ん
でいきます。

海外事業については、子会社の（株）Idesや国内事業
部門との連携を推進し、受注拡大を図ります。

第5次中期経営計画では、これまでの社会基盤整備と
環境保全のコンサルタント事業の強化・拡大に加え、コ
ーポレートスローガン「人と地球の未来のために」にお
ける「人＝人の安全・安心、健康生活の支援」と「地球＝
地球環境の保全等」に対し、より直接的にコミットする
ことで事業領域の拡大に取り組んでいきます。

今後注力する分野について
お聞かせくださいQ

株主様への利益配分については、経営基盤の強化と将来
の事業拡大のための設備投資等に必要な内部留保を確保し
つつ、そのうえで事業環境や利益状況に応じて配当金額を
決定することを基本的な方針としています。第54期（2021
年12月期）の期末配当金は当期の業績や財務状況を勘案
し、前期に比べ5円00銭増配し、1株当たり35円00銭と
させていただきました。また、第55期（2022年12月期）
は1株当たり40円00銭の配当を予想しております。

なお、第51期（2018年12月期）より株主優待制度を
導入し、保有株式数に応じてクオカードの贈呈を実施し
ておりましたが、この度、公平な利益還元の観点から慎
重に検討を重ねた結果、配当金による利益還元を優先す
ることがより適切だと判断し、第54期（2021年12月期）
をもって、株主優待制度を廃止することといたしました。

新型コロナウイルス感染症に伴う影響により経済の不
透明な状況が続いておりますが、重点課題に果敢に取り
組むことで、第5次中期経営計画の目標達成に向け着実な
一歩を進めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援
とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

株主の皆様へのメッセージを
お願いしますQ

▪１株当たりの配当金の推移（単位：円）

2017年
12月期

20.0

2018年
12月期

20.0

2014年
12月期

17.5

2011年
12月期

10.0

2019年
12月期

30.0

2020年
12月期

30.0

2021年
12月期
（実績）

35.0

2022年
12月期
（予想）

40.0
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イノベーションの加速と総合力の結集による
事業領域の拡大と経営基盤の強化

2022年からスタートした第5次中期経営計画は、当社の強みを活かした基幹事業の強化と

ともに、前中期経営計画で具現化した技術開発の成果を事業化することにより、新規事業創出・

新市場開拓を加速し、新たな収益基盤を構築していく期間と位置づけています。

さらに、これまでの社会基盤整備と環境保全のコンサルタント事業の強化・拡大に加え、コー

ポレートスローガン「人と地球の未来のために」における「人＝人の安全・安心、健康生活の支援」

と「地球＝地球環境の保全等」に対し、より直接的にコミットすることで事業領域の拡大に取り

組んでいきます。

計画最終年の2024年（第57期）に連結売上高230億円の達成と、営業利益率10％程度、当

期純利益率5%以上の安定的な維持を目指しています。

スローガン

位 置 づ け

目標達成のため

8つの重点課題

第5次中期経営計画（2022～2024年）の概要

8.
組織の一体化・効率化と
ガバナンスの強化

4.
民間・個人市場への展開、
ものづくりの推進

2. 基幹事業分野の強化

6.
次世代を担う多様な人材の
確保・育成

1.
新規事業創出・
新市場開拓の加速と
技術開発の推進

7.
魅力と活力のある
働きやすい企業づくり 3.

海外事業の拡大と
海外展開の推進

5.
DXの推進、
IoT・ロボット・AIなど
先端技術の利活用
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第５次中期経営計画

21/12期
（実績）

22/12期
（予想）

24/12期
（計画）

0.0

各年目標（2022～2024年）

数値目標（2024年）

連結売上高

230億円

営業利益率

10%程度

当期純利益率

5%以上

以下の分野において、必要に応じてものづくりに取り組むとともに、IoT、ロボット、AI技術、
ビッグデータ、衛星データなどを利活用していきます。

10の重点事業分野

数 値 目 標

災害リスクに対する防災・減災、
国土強靭化への対応1.

再生可能エネルギーやブルーカーボンなど
脱炭素社会に向けた対応6.

インフラ施設の老朽化対策2.
生物多様性の確保（外来生物対策を含む）や
自然再生7.

微量化学物質の分析やリスク評価・管理4. 民間・個人向けサービス9.

土壌汚染・廃棄物対策3. 生命科学分野8.

外洋の環境調査および海洋資源開発に
伴う環境・生態系調査5.

海外事業における事業領域の拡大、
新規顧客の開拓、新規拠点展開10.
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いであのサステナビリティへの取り組み

当社は、社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタン
トであり、事業内容は非常に公益性の高いものとなってい
ます。そのため、事業活動自体が社会課題の解決につなが
るものと考えています。

社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題について、テーマごとに取り組み項目を整理しました。
当社の持続的な発展と社会への貢献を目指し、取り組みを推進しています。

当社経営ビジョンである「安全・安心で快適な社会の持
続的発展と健全で恵み豊かな環境の保全と継承を支えるこ
とを通じて社会に貢献する」の実現に向けて、社会課題の
解決に取り組んでいきます。（下図）

サステナビリティについての考え方

当社の取り組み

（１）事業活動における取り組み
 ⃝ 10の重点事業分野の取り組み（6頁）

（２）企業活動における取り組み
 ⃝  ISO14001認証取得維持と環境目標達成への取り組み
 ⃝  電力対策自主行動計画の推進、ペーパーレス化の推奨
 ⃝  環境化学部門、調査部門における化学物質・排水管理

Environment（環境）

気候変動

環境保全

テーマ

 ⃝ 取締役会の実効性評価
 ⃝ コーポレートガバナンス・コードへの対応
 ⃝ コンプライアンス、リスク管理、情報管理等の委員会設置と社員教育
 ⃝ 情報セキュリティの強化
 ⃝  事業継続計画（BCP）の見直し（蓄電池の設置など）

Governance（企業統治）

コーポレート・ガバナンス

内部統制

テーマ

 ⃝ 次世代を担う多様な人材の確保・育成
 ⃝ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定
 ⃝ えるぼし、くるみん、健康経営優良法人の認証取得・維持
 ⃝ 働き方改革・DX推進
 ⃝ 新型コロナウイルス感染症等のPCR検査体制の拡充

Social（社会）

人材の育成・多様性

社会貢献

テーマ
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当社では、仕事と家庭
の両立を支援し、短時間
勤務や男性の育児参加を
促す制度を整え、女性活
躍推進に取り組んでいま
す。

また、自己啓発に関す
る支援金の支給など、若
手社員に対する支援にも
力を入れています。

サステナビリティを巡る取り組みの紹介

Environment（環境）

Social（社会）

（女性：81.6％、男性：12.7％）

100％100100％％
（女性）

63％6060％％
（男性）

*2

育休取得率
（2021年度）

6.6％6.56.5％％
（31.2％）*3

若手社員の
3年以内離職率
（2018年入社）

（9.8年）
11.211.2年年

*1

正社員女性の
平均勤続年数
（2021年12月）

*1：厚生労働省 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定制度に係る基準における「平均値」について（学
術研究、専門・技術サービス業）（雇均発0624第1号 令和3年6月24日）　　*2：厚生労働省 令和2年度雇用均等基本調査（令
和3年7月30日）　　*3：厚生労働省 平成30年3月新規学卒就職者の就職後3年以内の離職状況（令和3年10月22日）

21.2％21.821.8％％
（18.1％）*1

正社員に占める
女性社員の割合
（2021年12月）

2020年のモーリシャス沿岸重油流出事故発生時、
専門家を派遣し事故影響調査を実施

関連する
重点事業分野

 7.生物多様性の確保や自然再生
10.海外事業展開

海洋のマイクロプラスチック調査・分析に関する国際
ガイドライン作成に向けた検討を実施

関連する
重点事業分野

4.微量化学物質の分析や
　リスク評価・管理
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業務内容

環境コンサルタント事業

 環境現況の把握
　環境問題の抽出とその解明、現況評価や
事業等の影響予測などを検討する際には、
環境の現況を正しく把握する必要があります。
　当社では、私たちを取り巻く陸・海・空
すべてのフィールドにおいて、水質、底質、
流況、大気質、排ガス、騒音、振動、悪臭、
土壌などの環境調査を行い、精度の高い情
報を提供しています。

 環境リスクの評価・管理
　国民生活の安全・安心を確保する
ためには、身近な生活環境における
環境リスクを正確に把握し、評価す
る必要があります。
　当社では、食中毒の原因となる細
菌類のほか、ダイオキシン類、PCB、
農薬、重金属類、アスベスト、放射
性物質をはじめとする多種多様な有
害物質の測定・分析を行っています。
　また、一部の有害化学物質については、環境中の動態とその汚
染メカニズムを解明するため実験や研究を行い、環境リスクを科
学的に解析・評価しています。

 環境アセスメント・環境計画
　環境アセスメントとは、開発などの行為が環境に及ぼす影響の
予測・評価を行い、必要に応じて保全対策を検討することです。
当社は、港湾・空港・ダム・発電所・廃棄物処分場・清掃工場・
河口堰・道路・下水処理場等の建設やリプレースなど、各種事業に
関する環境アセスメントを最新の科学的知見に基づき行っています。
　また、環境に配慮した計画づくりや事業の実施を支援すること
により、人と自然が調和した環境負荷の少ない社会の実現に貢献
しています。

 環境の現象解析
　環境監視や環境保全対策効果の検証などを行ううえで重要とな
るのが、環境の現象解析です。当社では、調査・分析などから
得られたデータを用い、最適な解析手法と数値シミュレー
ションにより、環境の変化予測や効果検証に関する評
価を行っています。

 環境の保全・再生・創造
　豊かな環境を保全し、その多様性を引き継
いでいくためには、生物の分布・生態調査
をはじめ、生息環境の保全や再生に関して
さまざまな取り組みが必要です。
　当社では、専門分野の経験豊富な技術者
が、陸上動植物や水生生物について最新の
知見に基づく調査や生息環境の解析を行っ
ています。
　このような生物相や生態系に関する調査・

解析技術を基
盤として、生物
多 様 性 の 現 状 把
握、評価、変化要因
の解明を行い、自然環境
の保全・再生に関する具体的
な手法を提案しています。
　また、モニタリングにより改善
効果の把握も行っています。

 情報配信・提供サービス
　正確で迅速な情報が求められる現代において、当社では、気象
情報を中心とした環境情報全般をデータベース化し、気象・海象
情報や健康天気予報、災害情報をリアルタイムに配信する仕組み
を構築しています。なかでも豪雨や洪水に備えた気象予報技術は
高い評価をいただいています。

安全・安心で快適な社会の持続的発展と
健全で恵み豊かな環境の保全と継承を支えます

当期連結売上高
構成比
当期連結売上高
構成比

61.6％61.6％

0.80.8電子顕微鏡による食品中の異物
検査

ドローンによる鳥類の営巣調査

航空調査機器（UAVヘ
リコプター）
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建設コンサルタント事業

 河川・港湾・空港・海岸の整備および保全
　自然と調和し、安全で快適な暮らしを支えるため、河川・港
湾・空港・海岸などの整備計画や、災害から国民を守る治水計
画、高潮・高波・地震津波対策な
ど、さまざまな計画の策定やプロ
ジェクトの立案を支援しています。
　さらに、それらの計画に伴う各
種構造物の計画・設計から維持管

理に至るまで、ライフサイク
ル全般にわたる総合的な

コンサルティングサー
ビスを提供しています。

 防災・減災・災害復旧
　防災・減災対策では、地震・津波・洪水などの自然災害から人命や財産を守るとともに、被害を最小化すること
が重要です。
　当社は、これまで培ってきた気象予報技術や洪水予測・氾濫解析技術などを活用し、危機管理計画策定や災害時
対処マニュアルの作成、演習支援の提案・運営など、自助・共助・公助における防災体制づくりをサポートしてい
ます。
　また、災害発生時には、被災状況の速やかな調査を実施するとともに災害復旧計画を策定し、被災地の一日も早
い復旧・復興に向けて、全力で取り組んでいます。

 道路・橋梁・交通・都市の整備および保全
　暮らしの安全・安心と良好な住環境の確保を目指し、交通需要
に応じた道路・橋梁の計画・設計、最新技術を用いた交通事故対
策の立案や道路施設の劣化状況の調査など、体系的なみちづくり
から活力あるまちづくり、都市再生
を支援しています。
　特に、維持管理は重要なテーマで
あり、長く大切に使っていくため
に、異常をリアルタイムに検知でき
るシステムの開発や健全性の評価・
解析などについて研究開発を行って
います。

％％ 35.4％35.4％

2.2％2.2％
0.8％0.8％

不動産事業

情報システム事業

 情報システムの設計・構築・管理
　当社では、水災害を防ぎ、減少させるためのシステムとして、降雨予測技術を活
用し、リアルタイムに洪水や氾濫の危険を予測できるシステムの構築を行っていま
す。住民向けには、浸水想定区域や避難経路上の危険箇所を前もって確認できるシ
ステムの開発を行い、自治体向けには、災害時に要援護者の速やかな確認と避難を
支援するシステムの提供を行っています。
　また、財務会計システムなどの基幹系システムをはじめ、さまざまなシステムの
構築や、地球観測衛星の運用支援などを行っています。

CCTVカメラによる河川水位計測システム

津波・高潮氾濫シミュレーション
（南海トラフ地震を想定）

橋梁点検

　当社が東京都、大阪府に所有している不動産の賃貸を行っています。
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ワーキングレポート

海水温や塩分、潮流の予
測情報を提供。任意の深
度の情報を最大7日後先
まで確認できる。利用者
はこの情報を基に漁場の
探索や操業計画などに役
立てている。

漁業者自身で観測した海
水温や塩分の情報を深
度別に確認できる。利用
者は針や網を入れる水
深の設定などに役立て
ている。

度の高い情報を漁業者に提供しています。
漁業者は、観測データから操業水深を決定したり、予測

情報から出漁の判断や漁場の探索等を行ったりすること
ができ、燃料費や労働時間の削減につながっています。
インターネットに接続されたスマート機器を利用するこの
取り組みは、若手漁業者の育成にも役立ちます。

水産政策に目を向けると、漁業法が2018年に70年
ぶりに改正され（2020年12月施行）、持続可能な水産
業を目指した資源管理が進められます。スマート漁業で
開発された技術は操業の効率化だけでなく、操業情報の
デジタル化にも活用でき、新たな資源管理システムとの
親和性も高い技術となっています。

当社は今後もスマート水産業の全国普及とともに、操
業－流通－販売－資源管理を通した水産業DXの貢献に
努めてまいります。

日本の水産業は、漁業資源の減少、燃料高騰や後継者
不足等により衰退の一途をたどっています。特に、小型漁
船操業による沿岸漁業で、その傾向は顕著です。

当社は、水産庁委託事業「スマート水産業推進事業の
うちICTを利用した漁業技術開発事業」の研究代表機関
として、スマート漁業の推進に尽力しています。

本事業では、沿岸域を仕事場とする漁業者自身で観測
網を構築し、海水温や塩分の観測後、ただちにデータを

「見える化」して陸上サーバーへ転送するデータ収集アプ
リ「i

アイソウ

sow」を開発しました。サーバーに転送された観測
データは、海水温や潮流等を計算する海況予報モデルに
取り込まれ、予測結果表示アプリ「よちょう」を通じて、精

「いつ、どこで魚が獲れるのか」
－ 経験と勘頼りの操業から科学的見地と
 データによる操業へ

スマート水産  －ICTを活用した水産業の未来－環境・情報
連携事業

予測結果表示アプリ「よちょう」データ収集アプリ「isow」

PC

スマホおよびタブレット

海洋観測機器 衛星

観測データ
収集

観測データ
転送

ダウン
ロード

測位

クラウド
ストレージ
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対象魚種の遡上を可能とする階段式魚道の検討
（遡上能力を考慮した水理計算結果による設計）

魚道付き樋門全体の3次元モデル
（関係者間の理解を早めスムーズな合意形成に貢献）

概略設計を行いました。
小規模な魚道が求められたため、地域を代表する魚種

の遡上能力や体長・体高にあわせた適切な段差や隔壁の
切欠きを設定しました。

また、魚道内が遡上可能な水深・流速となるよう水理計
算を実施し、小規模でも移動連続性の効果が高い魚道を
設計することができました。

本業務では、生物部門による河川環境の分析や魚道の
設計条件の設定、水工部門による魚道設計、河川部門に
よる魚道の水理計算、情報部門による3次元モデルの作
成など、多くの部門が連携して総合力を発揮することで、
より高度で多角的な観点から検討を実施しました。また、
3次元モデルで整備イメージを見える化することで、関係
者間の合意形成をスムーズに図ることができました。

一級河川における河川整備の検討に際して、種の多様
性に配慮した河川の目指すべき方向性を検討しました。
過去からの局所的な土砂堆積や河床低下の傾向から環境
上の目指すべき方向性と課題への対応項目を整理し、進
行中の河川整備の中で実施できる方策として、生物の移
動連続性を確保する対策工を検討しました。

これまでの樋門構造は落差が大きく、魚類の遡上が難
しいことから、魚類が堤内地（堤防からみて人家や農地の
ある側）へ移動できる「階段式魚道」を提案し、関係者間
の合意形成を円滑に進めるため、3次元モデルを用いた

環境・建設・情報部門の連携による
多角的な検討と3次元モデルによる
スムーズな合意形成

環境・建設・
情報連携事業 種の多様性や移動連続性に配慮した魚道付き樋門の設計
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ワーキングレポート

環境DNA調査とは、河川や湖沼などの環境水に含ま
れるDNA断片を回収し、DNA配列を読み取ることで、
そこに生息している生物の種類を間接的に調べる方法で
す。清浄な容器に環境水を1リットル採水するだけで現
場作業が完了するため、簡便で生態系にも優しい調査手
法として注目されています。

これまで、生物の分布情報を得るには捕獲調査が一般
的でしたが、多大な労力と専門的な技術が必要という課
題がありました。環境DNA調査は、現地作業の簡便さ
から、行政機関が行うさまざまな生物調査への活用が期
待されています。

一方で、環境DNA調査の手法は、非常に新しい技術

であるため、現地調査の手順やデータの取り扱い方法な
どは調査主体ごとにバラバラであり、得られた調査結果
を比較することが難しい状況でした。

本業務では、2020年6月に環境省から公開された「環
境DNA分析技術を用いた淡水魚類調査手法の手引き」
第1版の内容をさらに充実したものとするため、宮城県の
伊豆沼・内沼において、多地点・高頻度の調査を行い、
サイト占有モデルという統計手法による解析を行いまし
た。その結果、地点数は少なくても、1地点当たりの採
水回数を1回ではなく2～3回に増やすことで、絶滅危惧
種の生息状況を効果的に調査できることがわかりました。

当社では、こうした新しい成果のほか、最新の知見を
盛り込み、大幅に内容を改訂した手引きの第2版を作成
しました。その成果物は、2021年6月に環境省から公
開されています。

環境省版 環境DNA調査の手引きを全面改訂
絶滅危惧種を効果的に調査可能

環境DNA調査（現地での採水作業） 公開された環境DNA調査の手引き 第2版（一部抜粋）

淡水魚類を対象とした環境DNA調査の手引きの改訂環境コンサルタント事業
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近年、河川の氾濫・高潮、台風等による自然災害が民
間企業の事業活動に大きな影響を及ぼしており、自然災
害の激甚化と気候変動の関連性が指摘されています。

2021年6月には、東京証券取引所が2022年4月以
降のプライム市場企業を対象に、気候変動リスクについ
てTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）と同
等の情報開示を求めるなど、企業の非財務情報開示へ
の社会的要求が高まっています。

TCFDが提言する枠組みでは、脱炭素社会への移行と
激甚化する自然災害等が、将来の事業活動に与えるリス
クと機会を特定し、重大なものについては売上・コスト
の増減として財務影響の試算が求められます。

なかでも、自然災害等のリスク評価については、地域
レベルや事業所単位での将来のハザードマップが未整備

であることが多く、企業にとって人員・技術面で大きな
ハードルとなっています。

当社はこれまで、環境負荷の定量化や再生可能エネル
ギー事業における環境アセスメントの他、自然災害に関
するハザードマップ作成やリスク評価など、環境・建設両
分野のコンサルティングを実施してきました。

2021年は、温室効果ガス排出量の算定、気候変動
リスクと機会の特定、自然災害による被害額の試算、社
有林の活用など、多数の大手企業に対して気候変動に関
する幅広いコンサルティングを行いました。

現在、自然環境分野でも、気候変動分野のTCFDと
同様の国際的な枠組みとしてTNFD（自然関連財務情報
開示タスクフォース）が発足しています。

当社は建設環境分野のトップコンサルタントとして、企
業の持続可能な経営を支援するコンサルティングサービ
スを強化し、自然と社会が調和した未来づくりに向けて
貢献していきます。

当社の総合力・技術力を駆使し、
企業の事業活動に関する気候変動リスクと
機会の開示を支援

TCFD提言に基づく企業の気候変動リスク・機会開示のコンサルティング環境コンサルタント事業

気候変動リスク（例） 当社が提供するコンサルティングサービス

脱炭素社会への
移行

● 温室効果ガス
 排出量の算定

● 再生可能エネルギーの導入
● 社有林・藻場の活用

● 気象予測
● リスク評価

● ハザードマップ作成
● 防災・減災（グリーンインフラ）

激甚化する
自然災害等

● 政策・法規制
● 技術革新

● 市場変化
● 外部評価

● 自然環境の変化
● 自然災害の激甚化
● 自然資源の減少・劣化

自然を活用した解決策（NbS）

脱炭素社会への対応
気候変動緩和策

Environment 環境

自然災害等への対応
気候変動適応策
Disaster 災害
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ワーキングレポート

土砂・洪水氾濫解析結果（左：対策前、右：対策後） 解析結果を踏まえた施設配置計画

近年、中山間地での複数の斜面崩壊・土石流により下
流域で土砂・洪水氾濫が発生し、甚大かつ広域な被害が
頻発しています。そのため、精度の高い土砂・洪水氾濫の
推定手法や適正な砂防施設配置計画が求められています。

本業務では、千
ちくさがわ

種川水系河
こうちがわ

内川（兵庫県）を対象に、
家屋分布状況や観光地等の地域特性に配慮した砂防施
設配置計画を立案しました。河内川の流域面積は小規模
ですが複数の渓流があり、保全対象も縦断的に点在して
います。このため、土砂動態に大きく影響する降雨流出
については、各渓流からの降雨流出とこれに伴う土砂流
出の時間変化を精度良く表現できる降雨流出解析モデル

の構築が不可欠です。
そこで、流域面積や山腹の勾配等に応じた降雨流出

波形の算定が可能な分布型降雨流出モデルを構築しまし
た。過去の洪水実績から流出モデルによる解析および
一次元河床変動解析による再現計算を行い、土砂堆積
量の解析値と実績値を比較しました。その結果、良好な
再現性を確認できました。

施設配置計画は、保全対象の床上浸水被害の解消を
目標としました。効果的・効率的な施設配置となるよう
流域内で生産土砂量が最も多い支渓流に砂防堰堤1基、
本川には、観光名所となっている「三室の滝」に影響し
ない位置に砂防堰堤2基を整備する計画としました。

調査、解析から計画、設計まで一連で実施することに
より、効果的・効率的な砂防施設の配置計画を立案する
ことができました。

土砂・洪水氾濫に対する砂防施設の配置計画立案建設コンサルタント事業

土砂・洪水氾濫対策について、
流出解析モデルの構築から砂防施設の
配置計画まで実施

観光地である「三室の滝」を保存
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地球規模で対策が求められている海洋ごみ問題の解決
に向けては、環境対策の経験が十分でない開発途上国
に対する支援が急がれています。独立行政法人国際協力
機構（JICA）は、開発途上国の海洋プラスチックごみ
対策等環境管理分野における支援の一環として、日本の
経験・技術を用いた問題解決に向けたアイデアを共創す
るための研修事業を実施しています。

現在、新型コロナウイルス感染症拡大によって、日本
での実施が難しい状況にあるため、オンラインツールに
よる遠隔研修への転換が求められており、当社は複数の
オンラインツールを活用することで遠隔による研修を実
施しました。本業務は当社では初めての受注となるJICA
横浜センターからの委託事業により実施しました。

本研修は、研修員が日本や諸外国における海洋ごみ
問題の取り組みを包括的に学び、自国での対策実施に向
けた行動計画を提案することを目的としています。海洋
ごみは主に陸域で発生したごみが不適切な管理によって
海に流出したものであるため、発生源である陸域での廃
棄物管理から、流出した海洋ごみの回収までを対象とし
た統合的な研修プログラムを実施しました。

研修の実施においては、遠隔化に伴い研修員からの発
信機会の減少が懸念されたため、ディスカッションや研修
員からの課題共有の機会を多く設けることで、遠隔でも
効果的な研修の実施を可能としました。また、各国の時
差を考慮したグループ制を導入しました。

今後とも開発途上国における環境や災害に関する課題
解決に取り組むとともに、本業務で培った経験やノウハ
ウを活かし、ニューノーマル時代での国際協力事業の効
率化と質の向上に貢献してまいります。

開発途上国の行政官向け本邦招聘研修を
オンラインツールを活用した遠隔実施に転換

海岸に打ち上げられた漂着ごみ
（写真提供：（公財）かながわ海岸美化財団）

研修員の対象国数および参加人数、地域別グループ分け

海洋ごみ対策に向けた廃棄物管理研修の実施海外事業

グループA グループB グループC

2020年度研修員対象国数：17か国
2020年度参加人数：　22名

2021年度研修員対象国数：   8か国
2021年度参加人数：　13名
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連結財務諸表（要約）

科　目 2018年
12月期

2019年
12月期

2020年
12月期

2021年
12月期
（当期）

2022年
12月期
（予想）

財務関連データ（百万円）

売上高 18,468 19,634 20,014 20,623 21,500

営業利益 1,406 1,932 2,168 2,547 2,600

売上高営業利益率（％） 7.6 9.8 10.8 12.4 12.1

経常利益 1,449 2,037 2,109 2,107 2,650

親会社株主に帰属する当期純利益 939 1,440 1,345 2,083 1,800

売上高当期純利益率（％） 5.1 7.3 6.7 10.1 8.4

総資産 24,590 26,127 26,758 27,524 -

純資産 15,843 17,261 18,343 20,401 -

1株当たりデータ（円）

1株当たり純資産額 2,218.84 2,417.55 2,569.04 2,857.54 -

1株当たり当期純利益 131.63 201.71 188.46 291.81 252.12

1株当たり配当金 20.0 30.0 30.0 35.0 40.0

財務指標（％）

自己資本当期純利益率（ROE） 6.1 8.7 7.6 10.8 -

自己資本比率 64.4 66.1 68.5 74.1 -

当期の決算のポイント
大規模な海洋環境調査や海底資源開発に関する調査、インフラ施設の設計・維持
管理関連業務等の売上増加により、前年同期比3.0％増の206億2千3百万円と
なりました。

繰延税金資産の回収可能性を見直した結果、法人税等調整額（益）を計上したことに
より前年同期比54.8％増の20億8千3百万円となりました。

売 上 高

親会社株主に帰属
する当期純利益

：

：
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2021年
12月期
（当期）

20,623

2018年
12月期

18,468

2019年
12月期

19,634

2020年
12月期

20,014

2022年
12月期
（予想）

21,500
■売上高（単位：百万円）

2018年
12月期

2019年
12月期

131.63

2020年
12月期

188.46201.71

2021年
12月期
（当期）

291.81

2022年
12月期
（予想）

252.12

■1株当たり当期純利益（単位：円）

2018年
12月期

2019年
12月期

2020年
12月期

2021年
12月期
（当期）

2022年
12月期
（予想）

■営業利益（単位：百万円）
●売上高営業利益率（単位：％）

10.8
12.4 12.1

2,168
2,547 2,6009.8

1,932
1,406

7.6

2018年
12月期

2019年
12月期

2020年
12月期

2021年
12月期
（当期）

●自己資本当期純利益率（ROE）（単位：％）

6.1

8.7
7.6

10.8

2018年
12月期

2019年
12月期

1,449

2020年
12月期

2,1092,037

2021年
12月期
（当期）

2,107

2022年
12月期
（予想）

2,650

■経常利益（単位：百万円）

2018年
12月期

6.7

2019年
12月期

939

2020年
12月期

1,3451,440

2021年
12月期
（当期）

2,083

8.4

2022年
12月期
（予想）

1,800

■親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）      

●売上高当期純利益率（単位：％）

5.1

7.3

10.1

主要顧客別売上高

「国関係」「地方自治体」を合わせて約85％

「民間」が約15％

国関係
65.8%

民間
15.1%

地方
自治体
19.1%

2021年12月期
売上高

20,623百万円
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連結財務諸表（要約）

（単位：百万円）
財務状況

（単位：百万円）
キャッシュ・フローの状況

現金および現金同等物の
期首残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金および現金同等物に係る
換算差額

現金および現金同等物の
期末残高

現金および現金同等物の
期首残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金および現金同等物に係る
換算差額

現金および現金同等物の
期末残高

2,395

1,642

△1,510

△1,257

12

1,281

1,162

3,099

△674

△1,192

0

2,395

前
　期

当
　期

（
　
　
　
　    
）

2
0
2
0
年
 1 
月
 1 
日
か
ら

2
0
2
0
年
12
月
31
日
ま
で

（
　
　
　
　    

）

2
0
2
1
年
 1 
月
 1 
日
か
ら

2
0
2
1
年
12
月
31
日
ま
で

資産合計
27,524

負債
純資産合計
27,524

純資産
20,401

固定資産
16,883

流動負債
4,139

固定負債
2,983

流動資産
10,640

資産合計
26,758

負債
純資産合計
26,758

純資産
18,343固定資産

16,230

流動負債
5,265

前  期 （2020年12月31日現在） 当  期 （2021年12月31日現在）

流動資産流動資産
10,527

固定負債固定負債
3,149
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セグメント別業績の状況（セグメント間取引を除く）

建設コンサルタント事業
⃝ 河川部門、水工部門、道路部門、橋梁部門、海外部門の5部門から成ります。

⃝ 河川部門では、河川、砂防、海岸等に関する調査・解析と各種計画の立案、水工部門で
は、堤防や排水機場等の河川構造物、砂防施設に関する調査・解析・計画・設計と維持
管理、道路部門では、道路、都市・地域計画、トンネル、地下構造物に関する調査・解析・
計画・設計と維持管理および施工管理、橋梁部門では、橋梁、道路構造物に関する調
査・解析・計画・設計と維持管理、海外部門では、海洋環境保全、海洋ごみ・水銀を含
む廃棄物管理、各種開発事業に伴う環境社会配慮調査、防災マネジメント等に関する
業務を実施しました。

⃝ 売上高は72億9千万円（前年同期比3.1%増）となりました。

70 橋梁部門 
33.2％

河川部門 
22.2％

水工部門 
23.6％

道路部門 
18.9％

海外部門 
2.1％

売上高（億円）

2021年
12月期

2020年
12月期

売上高
構成比
売上高
構成比

72

（注）売上高は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

情報システム事業 不動産事業

4.5

売上高（億円）

2021年
12月期

2020年
12月期

4.4 1.8

売上高（億円）

2021年
12月期

2020年
12月期

1.7

⃝ 河川の洪水予測システム、画像解析による土石流検知システム、ダム管理支
援システム、河川管理用防災SNSシステムの構築、健康診断管理システム
の機能改修、沿岸漁業支援のICTを活用したスマートアプリシステムの構築、
河川のカメラ映像を利用した水位計測システムの計測精度の向上および画
像解析による流量計測システムの開発、仮想現実（VR）技術を利用した防
災、AIを活用した堤防変状検知システムの開発、地球観測衛星の運用支援、
通信会社のスマートフォンサービスの技術検証支援、放射能除染等に関す
る業務を実施しました。

⃝ 売上高は4億4千万円（前年同期比1.8％減）となりました。

⃝ 東京都港区赤坂のオフィ
スビル、旧大阪支社跡地
等の不動産賃貸を行いま
した。

⃝ 売上高は1億7千万円（前
年同期比5.3％減）となり
ました。

環境コンサルタント事業
⃝ いであ（株）および連結子会社4社（新日本環境調査（株）、沖縄環境調査（株）、東和

環境科学（株）、以天安（北京）科技有限公司）が行っている事業であり、6部門から成り
ます。

⃝ 港湾・空港・河川・ダム・道路・発電所等の建設に関する環境アセスメントや環境モニタ
リング、自然再生、微量有害化学物質や放射性物質による環境汚染・土壌汚染の調査・
分析・解析、化学物質や医薬品の環境リスク評価、降雨予測、津波・高潮予測等の防災・
減災、港湾等の老朽化点検調査や維持管理計画、気象情報配信や健康天気予報（バイ
オウェザー）等に関する業務を実施しました。

⃝ 売上高は127億1千万円（前年同期比3.3％増）となりました。

123 環境化学部門
21.8％

気象・沿岸部門 
3.9％

環境アセスメントおよび
環境計画部門 
27.0％

売上高（億円）

環境生物部門
23.3％

数値解析部門
2.9％

調査部門
21.1％2021年

12月期
2020年
12月期

売上高
構成比
売上高
構成比

127
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会社情報/株式情報

主要拠点（2021年12月31日現在）

本社/支社/支店等

本　社 〒154-8585 東京都世田谷区駒沢3ー15ー1
社会基盤本部 〒158-0094 東京都世田谷区玉川3ー14ー5

国土環境研究所 〒224-0025 神奈川県横浜市都筑区早渕2ー2ー2

環境創造研究所 〒421-0212 静岡県焼津市利右衛門1334ー5

食品・生命科学研究所 〒559-8519 大阪府大阪市住之江区南港北1ー24ー22

亜熱帯環境研究所 〒905-1631 沖縄県名護市字屋我252

大阪支社 〒559-8519 大阪府大阪市住之江区南港北1ー24ー22

沖縄支社 〒900-0003 沖縄県那覇市安謝2ー6ー19

札幌支店 〒060-0062 北海道札幌市中央区南二条西9ー1ー2

東北支店 〒980-0012 宮城県仙台市青葉区錦町1ー1ー11

福島支店 〒960-8011 福島県福島市宮下町17ー18

北陸支店 〒950-0087 新潟県新潟市中央区東大通2ー5ー1

名古屋支店 〒455-0032 愛知県名古屋市港区入船1ー7ー15

中国支店 〒730-0841 広島県広島市中区舟入町6ー5

四国支店 〒780-0053 高知県高知市駅前町2ー16

九州支店 〒812-0055 福岡県福岡市東区東浜1ー5ー12

システム開発センター 〒370-0841 群馬県高崎市栄町16ー11

富士研修所 〒401-0501 山梨県南都留郡山中湖村山中字茶屋の段248ー1
（山中湖畔西区3ー1）

海外 R&D センター
IDEA R&D Center P.O. Box 4, Klong Luang, Pathumthani 12120, Thailand

海外事務所
ボゴール（インドネシア）／ロンドン（イギリス）

事務所
山陰

営業所
青森・盛岡・秋田・山形・いわき・茨城・群馬・北関東・千葉・神奈川・相模原・富山・
金沢・福井・山梨・伊那・長野・岐阜・恵那・静岡・富士・菊川・豊川・蟹江・三重・
名張・滋賀・神戸・奈良・和歌山・鳥取・岡山・下関・山口・徳島・高松・北九州・
佐賀・長崎・熊本・宮崎・鹿児島・沖縄北部

事業所
福島

会社概要（2021年12月31日現在）

創 　 　 　 立 1953年5月
設 　 　 　 立 1968年9月
資　 本　 金 31億7,323万円
従 業 員 数 1,016名（嘱託・顧問を含む）

従業員数（連結） 1,111名（嘱託・顧問を含む）

役員（2022年3月29日現在）

代表取締役会長 田畑　日出男

代表取締役社長 田畑　彰久

取締役副社長 安田　実

取締役副社長 森下　哲

専務取締役 冨士原　優次

常務取締役 松村　徹

常務取締役 館山　晋哉

常務取締役 島田　克也

☆取締役（社外） 小池　勲夫

☆取締役（社外） 金澤　寛

☆取締役（社外） 中島　重夫

☆取締役（社外） 岡﨑　惠美子

☆常勤監査役（社外） 伊東　明人

常勤監査役 細田　昌広

☆監査役（社外） 山本　和夫

☆監査役（社外） 有泉　池秋

（注）☆は独立役員を示しております。
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連結子会社の状況（2021年12月31日現在）

事　業　年　度 毎年1月1日から12月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年3月

株主名簿管理人
および特別口座の
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

電 話 照 会 先 （0120）782-031（フリーダイヤル）

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、不測の事態により電子公告できない
場合は、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載URL https://ideacon.jp/

【住所変更、単元未満株式の買取請求等のお申出先について】
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様
は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお
申出ください。

株式の状況（2021年12月31日現在）

発行可能株式総数 29,000,000株
発行済株式の総数 7,499,025株
株 主 数 6,223名

株主メモ

新日本環境調査株式会社
資 本 金 2,000万円
議決権比率 100.0％
事 業 内 容 水域・陸域の環境調査・分析および自然環境に関す

る総合コンサルタント業務
＜東日本支店＞ 〒224-0025　神奈川県横浜市都筑区早渕2-2-2

TEL：045-595-4105
＜西日本支店＞ 〒559-0034　大阪府大阪市住之江区南港北1-24-22

TEL：06-4703-2636

沖縄環境調査株式会社
資 本 金 1,000万円
議決権比率 100.0％
事 業 内 容 沖縄地方における水域・陸域の環境調査、環境アセス

メントに関するコンサルタント業務および分析業務
〒900-0003　沖縄県那覇市安謝2-6-19
TEL：098-861-7373

東和環境科学株式会社
資 本 金 1,000万円
議決権比率 100.0％
事 業 内 容 西日本を中心とした環境コンサルタント業務、調査

分析およびバイオテクノロジーの応用業務
〒730-0841　広島県広島市中区舟入町6-5
TEL：082-297-6111

以天安（北京）科技有限公司
資 本 金 7,100千元
議決権比率 99.42％
事 業 内 容 中国での出先機関として当社国内グループが中国国

内で業務を取得する際の窓口および業務支援
〒100085　北京市海淀区清河三街95号同源大厦写字楼6階607室
TEL：＋86-10-6060-6906
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〒154-8585 
東京都世田谷区駒沢3-15-1
電話：03-4544-7600
https://ideacon.jp/

人と地球の未来のために—

「i-NET（アイネット）」は、当社の事業活動を広く皆様にご紹
介する冊子であり、時事性の高い話題を交えて年に3回発行し
ています。

最新刊（2022年1月発行）の内容をご紹介しますと、「COP 
26が示す今後の気候変動対策の方向性」「AIを活用した貧酸素
水塊の実態把握」「画像解析技術を活用した土石流検知アラート
システム」「3次元データを活用した河川維持管理の検討」「UAV
ヘリコプターによる災害時調査」「わが国の社会経済状況が生
物多様性にもたらす影響の評価」について掲載しています。

i-NETはいであのWebサイトでも公開しています。どなたで
も閲覧可能ですので、お立ち寄りいただければ幸いです。

ウサギ目ウサギ科。1963年に国の特別天然記念物、
2004年に種の保存法により国内希少野生動植物種に指
定。環境省レッドリスト2020では絶滅危惧IB類に分類。世
界で鹿児島県奄美大島および徳之島にのみ生息する1属
1種の日本固有種。体重1.3～2.7kg、体長41～51cm。
植物の芽、樹皮、実などを食べる。夜行性で常緑広葉樹林
を中心に生息。原始的な形態を残し学術的に重要な種で
あり、環境省による保護増殖事業10ヶ年実施計画が進行中

（2014～2024年）。
https://ideacon.jp/technology/inet/詳細はこちら

表紙写真
アマミノクロウサギ

（Pentalagus furnessi）

技術広報誌　　　　　　もご覧ください！-NET

i-NET60号
（2022年1月発行）

３つの
特長

TEL：06-4703-2865  （受付：9:00~17:30）
https://lifecare.ideacon.co.jp/

ありそうでなかったDNA測定による「室内環境の診断」です！
～　DNA量から“お部屋の衛生状態”を診断　～

「お部屋の健康診断」してみませんか？

かんたん採取11 DNA測定22
室内環境評価33

お部屋の健康診断 検　索

アレルギー物質はお部屋のいたる所に潜んでいます!!

お申込み先
●オール・イン プラン（6項目3カ所） ....................  13,200円(税込)

●バリュー・パック（6項目1カ所） ...........................  8,250円(税込)

●エントリー・パック（4項目1カ所） ........................  4,950円(税込)

検査料金 ※すべて送料無料

カビ
花粉

トコジラミ

バクテリア ヒゼンダニ

ダニ

※1部あたり312g-CO2の温室効果ガスをオフセットしており、国内のCO2削減事業を支援しています。


